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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

前第３四半期
累計期間

第38期
当第３四半期
累計期間

第37期
前第３四半期
会計期間

第38期
当第３四半期
会計期間

第37期　

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 6,458,5517,864,1122,126,5652,636,4748,918,417

経常利益（千円） 354,677 494,554 120,267 117,866 322,056

四半期（当期）純利益（千円） 328,007 273,650 70,998 68,638 305,020

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）　
－ － － － －

資本金（千円） － － 1,387,2971,387,2971,387,297

発行済株式総数（千株） － － 6,529 6,529 6,529

純資産額（千円） － － 2,960,2793,061,9192,939,349

総資産額（千円） － － 10,115,3739,852,78310,167,816

１株当たり純資産額（円） － － 476.00 546.05 472.64

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
52.74 44.52 11.42 11.43 49.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － 5

自己資本比率（％） － － 29.3 31.1 28.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
259,955 950,923 － － 549,104

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△348,031△109,365 － － △352,624

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△301,901△652,465 － － △506,621

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 556,864 825,793 636,700

従業員数（人） － － 157 161 158

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう、以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。　

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に

おける異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 161 (22)

（注）　従業員数は就業人員（臨時従業員を除いております。）であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均

人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当第３四半期会計期間の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期会計期間
（自平成22年10月１日
至平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）　

車両販売関連（千円） 1,845,944 －　

不動産（千円）  － －

合計（千円） 1,845,944 －　

（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期会計期間
（自平成22年10月１日
至平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）　

車両販売関連（千円） 2,613,516 －　

不動産（千円） 22,957 －　

合計（千円） 2,636,474 －　

（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善を背景とした輸出の増加や経済対策の効果によ

り、緩やかな回復基調となったものの、厳しい雇用情勢や株価の低迷・急激な円高の進行など、景気の下振れ懸念

が強まり、景気の先行きは不透明なまま推移いたしました。

　当自動車業界におきましては、環境意識の高まりから低燃費をメインとしたハイブリッド自動車等一部車種に需

要が集中しましたが、エコカー補助金制度終了の反動による全体の需要が減少したことにより10月以降は前年同

月実績を下回る傾向となりました。全体としては新車登録台数は915千台（前年同期比24.0％減）、外国メーカー

の新車登録台数は41千台（前年同期比0.5％増）となりました。

　このような状況において、当社は営業拠点当たりの営業社員を増員することで営業力を推進し、既存拠点の増販

・増収の実現を経営方針の中心として掲げ、収益力の向上に努めてまいりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。　

（車両販売関連）　

　車両販売関連におきましては、エコカー減税や補助金等の効果による販売台数の増加に加え、継続して取り組ん

でおります既存顧客への整備・車検等の入庫促進に注力したことにより、車両販売関連の売上高は26億13百万円、

セグメント利益は1億20百万円となりました。

（不動産）　　

　不動産におきましては、西船橋店の賃貸ワンルームマンション等における安定的な賃貸収入が計上できたことに

より、売上高は22百万円、セグメント利益は15百万円となりました。　

　以上の結果、当第３四半期会計期間の業績は、売上高は26億36百万円（前年同期比24.0％増）、営業利益1億35百

万円（前年同期比2.4％減）、経常利益1億17百万円（前年同期比2.0％減）、四半期純利益68百万円（3.3減）とな

りました。 

　 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は前事業年度末に比べ1

億89百万円増加し8億25百万円となりました。なお、当第３四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は

以下の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は3億66百万円（前年同四半期は1億21百万円の使用）となりました。これは主に、

税引前四半期純利益1億17百万円、たな卸資産の減少1億51百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は1億2百万円（前年同四半期は47百万円の使用）となりました。これは主に、定期

預金の預入による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は2億78百万円（前年同四半期は1億17百万円の獲得）となりました。これは主に、

長期借入金の返済による支出1億53百万円、自己株式の取得による支出1億22百万円によるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 26,000,000

計 26,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,529,114 6,529,114

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は

1,000株

計 6,529,114 6,529,114 － －

.

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日　
－　 6,529,114 －　 1,387,297 －　 348,297

 

（６）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、西條徳三及びその共同保有者である西條清子、株式会社ファミリー商事から平

成22年12月17日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成22年12月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を

保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式

数の確認ができません。 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

西條　徳三 千葉県千葉市若葉区 株式　1,563,500 23.95

西條　清子 千葉県千葉市若葉区 株式　　448,800 6.87

株式会社ファミリー商事 千葉県千葉市若葉区千城台西1-19-1 株式　　　1,800 0.03
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　  311,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  6,192,000 6,192 －

単元未満株式 普通株式　   26,114 － －

発行済株式総数  6,529,114 － －

総株主の議決権 － 6,192 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権数１個）含まれてお

ります。

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（株）ファミリー
千葉県千葉市中央区東千

葉２-８-15　
311,000 － 311,000 4.8

計 － 311,000 － 311,000 4.8

　（注）当第3四半期会計期間末の自己名義所有株式数は、921,753株であります。　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 234 228 213 247 210 208 200 203 208

最低（円） 208 220 184 193 182 190 191 186 197

（注）最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平

成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財

務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。　

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,111,512 822,172

売掛金 210,310 252,430

商品 988,574 1,474,930

部品及び用品 161,507 123,519

販売用不動産 1,787,630 1,787,630

繰延税金資産 15,823 21,561

その他 143,866 164,170

貸倒引当金 △260 △260

流動資産合計 4,418,964 4,646,155

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 1,688,394

※
 1,737,992

機械装置及び運搬具（純額） ※
 85,609

※
 94,566

土地 2,738,205 2,738,205

賃貸不動産（純額） ※
 532,753

※
 546,742

その他（純額） ※
 57,497

※
 54,065

有形固定資産合計 5,102,461 5,171,572

無形固定資産 45,755 52,116

投資その他の資産

投資有価証券 63,923 73,546

長期貸付金 66,491 69,787

差入保証金 92,169 92,818

その他 63,017 61,819

投資その他の資産合計 285,601 297,971

固定資産合計 5,433,818 5,521,661

資産合計 9,852,783 10,167,816
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 429,192 583,091

短期借入金 3,691,500 3,003,977

未払法人税等 132,963 57,716

賞与引当金 6,270 27,290

その他 472,611 346,718

流動負債合計 4,732,537 4,018,793

固定負債

長期借入金 1,967,800 3,140,900

役員退職慰労引当金 27,249 26,267

資産除去債務 7,622 －

繰延税金負債 1,476 1,802

その他 54,177 40,704

固定負債合計 2,058,326 3,209,674

負債合計 6,790,863 7,228,467

純資産の部

株主資本

資本金 1,387,297 1,387,297

資本剰余金 815,014 815,014

利益剰余金 1,056,369 813,814

自己株式 △199,799 △77,450

株主資本合計 3,058,881 2,938,675

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,038 673

評価・換算差額等合計 3,038 673

純資産合計 3,061,919 2,939,349

負債純資産合計 9,852,783 10,167,816
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 6,458,551 7,864,112

売上原価 5,183,084 6,394,457

売上総利益 1,275,466 1,469,654

販売費及び一般管理費 ※
 857,756

※
 921,707

営業利益 417,709 547,947

営業外収益

受取利息 1,959 1,848

受取配当金 1,677 1,172

受取保険金 － 2,745

違約金収入 － 1,400

その他 4,893 2,554

営業外収益合計 8,530 9,720

営業外費用

支払利息 71,334 62,865

その他 228 247

営業外費用合計 71,563 63,113

経常利益 354,677 494,554

特別利益

抱合せ株式消滅差益 132,537 －

保険解約返戻金 29,645 －

特別利益合計 162,182 －

特別損失

固定資産除却損 1,467 －

役員退職慰労金 8,000 －

役員退職慰労引当金繰入額 25,088 －

投資有価証券評価損 － 13,596

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,584

特別損失合計 34,555 18,181

税引前四半期純利益 482,303 476,373

法人税、住民税及び事業税 147,132 198,920

法人税等調整額 7,163 3,802

法人税等合計 154,296 202,722

四半期純利益 328,007 273,650
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 2,126,565 2,636,474

売上原価 1,703,750 2,186,499

売上総利益 422,815 449,975

販売費及び一般管理費 ※
 283,790

※
 314,303

営業利益 139,025 135,671

営業外収益

受取利息 458 386

受取配当金 586 586

受取保険金 － 100

その他 3,050 622

営業外収益合計 4,095 1,695

営業外費用

支払利息 22,744 19,302

その他 108 197

営業外費用合計 22,852 19,500

経常利益 120,267 117,866

税引前四半期純利益 120,267 117,866

法人税、住民税及び事業税 41,532 45,340

法人税等調整額 7,735 3,887

法人税等合計 49,268 49,227

四半期純利益 70,998 68,638
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 482,303 476,373

減価償却費 116,467 119,988

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4,584

投資有価証券評価損益（△は益） － 13,596

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,430 △21,020

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 750 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25,965 982

受取利息及び受取配当金 △3,637 △3,020

支払利息 71,334 62,865

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △132,537 －

固定資産除却損 1,467 －

売上債権の増減額（△は増加） 19,888 42,120

たな卸資産の増減額（△は増加） △835 447,766

仕入債務の増減額（△は減少） △50,630 △153,898

その他 △45,181 139,826

小計 473,924 1,130,165

利息及び配当金の受取額 3,637 3,020

利息の支払額 △68,513 △61,881

法人税等の支払額 △149,092 △120,380

営業活動によるキャッシュ・フロー 259,955 950,923

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 105,396 185,472

定期預金の預入による支出 △105,541 △285,718

有形固定資産の取得による支出 △348,409 △12,346

無形固定資産の取得による支出 △2,259 －

固定資産の除却による支出 △379 －

その他 3,162 3,227

投資活動によるキャッシュ・フロー △348,031 △109,365

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △25,593 －

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △530,657 △485,577

リース債務の返済による支出 △14,460 △13,458

自己株式の取得による支出 △74 △122,349

配当金の支払額 △31,116 △31,081

財務活動によるキャッシュ・フロー △301,901 △652,465

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △389,977 189,093

現金及び現金同等物の期首残高 925,716 636,700

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 21,124 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 556,864

※
 825,793
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しており

ます。

　これにより、営業利益、経常利益は343千円、税引前四半期純利益は、4,927千

円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務変動

額は7,518千円であります。　

 

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期損益計算書）

　前第３四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金」及び「違約金

収入」は、重要性が増したため、当第３四半期累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期累計期間

の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険金」及び「違約金収入」はそれぞれ323千円及び835千円であります。

　

　

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期損益計算書）

　前第３四半期会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取保険金」は、重要性が増

したため、当第３四半期会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期会計期間の営業外収益の「その

他」に含まれる「受取保険金」は323千円であります。　

　　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産の減価償却費については、事業年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定しております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

 　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、2,670,162千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、2,587,551千円であ

ります。

　

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

広告宣伝費 45,160千円

従業員給料手当 276,336千円

賞与引当金繰入額 3,430千円

役員賞与引当金繰入額 750千円

役員退職慰労引当金繰入額 876千円

退職給付費用 16,969千円

賃借料 84,665千円

広告宣伝費 56,987千円

従業員給料手当 315,303千円

賞与引当金繰入額 5,640千円

役員退職慰労引当金繰入額 982千円

退職給付費用 16,699千円

賃借料 82,417千円

　

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

広告宣伝費 14,808千円

従業員給料手当 90,619千円

役員賞与引当金繰入額 250千円

役員退職慰労引当金繰入額 302千円

退職給付費用 5,325千円

賃借料 28,014千円

広告宣伝費 21,250千円

従業員給料手当 106,784千円

賞与引当金繰入額 5,640千円

役員退職慰労引当金繰入額 339千円

退職給付費用 6,288千円

賃借料 27,311千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年12月31日現在）　 　（平成22年12月31日現在）　

現金及び預金勘定 742,083千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △185,219千円

現金及び現金同等物 556,864千円　

　

現金及び預金勘定 1,111,512千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △285,718千円

現金及び現金同等物 825,793千円　

　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　6,529,114株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　    921,753株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　　配当金支払額　

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 31,095 5 平成22年３月31日平成22年６月25日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自平成22年10月

１日　至平成22年12月31日）

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に事業本部を置き、包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、「車両販売関連事業」及び「不

動産事業」の２つを報告セグメントとしております。

「車両販売関連事業」は、新車（輸入車含む）、中古車、自動車の部品・用品の販売、自動車の修理、自動車のレンタ

ル業、損害保険等の代理業務等を行っております。「不動産事業」は、不動産の売買・賃貸を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 車両販売関連 不動産 合計

売上高    

外部顧客への売上高 7,794,582 69,529 7,864,112

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 7,794,582 69,529 7,864,112

セグメント利益 502,010 45,936 547,947

　

当第３四半期会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 車両販売関連 不動産 合計

売上高    

外部顧客への売上高 2,613,516 22,957 2,636,474

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 2,613,516 22,957 2,636,474

セグメント利益 120,542 15,128 135,671

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

　

　（追加情報）

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 546.05円 １株当たり純資産額 472.64円

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 52.74円 １株当たり四半期純利益金額 44.52円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 328,007 273,650

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 328,007 273,650

期中平均株式数（株） 6,219,258 6,147,226

　

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11.42円 １株当たり四半期純利益金額 11.43円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 70,998 68,638

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 70,998 68,638

期中平均株式数（株） 6,219,060 6,005,490

　

（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月10日

株式会社ファミリー

取締役会　御中

 あずさ監査法人  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　宣昭　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小出　健治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファミリー

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第37期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ファミリーの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報　

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、役員退職慰労金について、支

出時の費用として処理する方法から、第１四半期会計期間より、内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計

上する方法に変更した。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

株式会社ファミリー

取締役会　御中

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　宣昭　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小出　健治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　孝明　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ファミリー

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第38期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ファミリーの平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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